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第２回の検討委員会では、第 1回会議で委員の皆さまからお寄せいただいたご意見に基づいて資料を作成しております。 

総社市の現状・将来推計・LRT計画の進捗状況等をご確認いただき、協議の参考としていただければと考えております。 

なお、本日の会議では、LRT化のメリット・デメリットを論点とし、課題解決策をご検討いただければと存じます。（事務局） 
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１．吉備線 LRT化のメリット・デメリット 

対  象 メリット デメリット 

行  政 

□ 将来に向けたまちづくりへの寄与（まちづくりの起爆剤になる） 

□ 都市機能を有した街を将来に渡すことができる 

□ 車社会からの脱却・車両電化による環境負荷軽減 

□ 観光面での魅力創出、集客増 

□ 地価下落抑制、沿線立地企業・就業者数の増 

□ 財政負担増（費用対効果検証、設備更新費用想定要） 

事 業 者 
□ 運行経費の軽減 

□ デザイン性に優れた LRT車両導入によるイメージアップ 

□ 初期投資必要 

□ 人口減に伴う輸送量減の懸念あり（採算ベース確保、赤字リスク） 

沿線住民 

□ 駅周辺の活性化 

□ 交通モード転換による交通渋滞の解消 

□ クルマに乗れない人の外出機会増加 

□ 駅までの距離が近くなる（新駅を設置した場合） 

□ 踏切の閉じる回数が多くなる 

周辺住民 
□ 中心部で得た税収を周辺地域に分配 

□ 車と並存することで使い分けができる 

□ 沿線住民のみの受益が向上する感覚をもつ 

□ 中心市街地への集客増による格差発生 

通勤・通学者 

□ 高頻度運行（便数の増） 

□ 快適な移動ができる（乗り心地） 

□ 新駅設置により利用機会が増加 

□ 乗車定員の減（便数増で補う） 

□ 別改札設置による利便性低下（運行主体が替った場合） 

□ 別料金移行に係る運賃増（運行主体が替った場合） 

高齢・障がい者 
□ 高齢者、障がい者、交通弱者の利便性向上（バリアフリー化） 

□ 高齢者の外出促進（健康寿命の延伸） 
 

観光客 
□ 駅間が短くなることによる観光地へのアクセス向上 

□ 車両の柔軟な活用（自転車持込）による観光スタイルの広がり 
 

 

課  題 
□ 「まちづくり」に繋げるための法規制等をクリアする必要あり 

□ LRT駅から広がる二次交通、観光地への導線、乗り継ぎ易さの検討が必要 
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２．将来人口推計 
 

 
資料提供：政策調整課  
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資料提供：政策調整課  
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資料提供：政策調整課  
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資料提供：政策調整課  

予測 
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３．吉備線沿線（小学校区）の人口推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料提供：政策調整課  
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４．観光客数の推移 

観光地別観光客の推移                                                                     （単位：千人、％） 

観光地名 
観光客数 平成 25年の 

前年対比 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 

吉備路・備中国分寺 521 465 500 502 498 487 481 98.8 

総社・宝福寺 306 298 212 514 392 204 219 107.4 

 

主な観光地別観光客数 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成 25年岡山県観光客動態調査報告書（岡山県産業労働部観光課）から抜粋 
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５．整備経費と負担割合 

 上下分離方式で運営の場合（計画素案 P18参照） 

項    目 経   費 備    考 

・ インフラ部：停車場、盛土・橋梁等 

・ インフラ外：軌道、電力線路、信号通信、変電所、車両基地等 

・ 車両 

16,000,000千円 
LRT整備に係る共通部分（国費補助あり） 

負担割合については、岡山市・JR西日本と協議中 

関連施設（総社市試算） 

駅前広場（服部・東総社） 50,000千円 総社市独自の整備 

新駅・アクセス道路（1駅あたり） 150,000千円 総社市独自の整備 
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６．高齢者・障がい者への対応 

現   況  新   駅 

吉備線 東総社駅 

 

 

 

 

 
 

富山ライトレール 

 

＜現状からの変更点＞ 

◆ プラットホームがなくなる … 低床車両のため 

◆ 歩道橋撤去 … 車椅子でも自力で乗車可能 

◆ 駅舎撤去 … 併せてトイレもなくなることが課題 

◆ 駅前広場 … 駅前広場の形状を検討の必要あり 
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（参考）障害者白書 平成 24年度版より引用 

LRT（Light Rail Transit）システム 

LRT システムとは、従来の路面電車から走行空間、車両等を向上させたもので、道路 空間、鉄道敷等の既存インフラも有効活用し、高い速達性、定時性、輸送力

等を持った、人や環境に優しい都市公共交通システムです。 低床で車内に段差のない LRV（低床式車両）の導入や電停へのスロープ整備等の段差解消の取組

によりバリアフリー化を図り、高齢者や障害のある人も安心して利用できるようになります。 

路面電車車両と LRV の違い（床の高さが 780mm → 330mm） 
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（参考）富山ライトレールの実績 
 

 
資料提供：富山市  
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７．吉備線沿線のまちづくり 

総社市の市街化区域（図中着色部分） 

 
  

服部駅 

東総社駅 

総社駅 

＜富山ライトレール＞ 

富山市では、公共交通を「串」とみなし、そこに「お団子」という徒歩圏の街を形成、「お団子と串のまちづくり」というコ

ンパクトシティ戦略を採ってきた。富山ライトレールが、「串」として機能することで、沿線の住宅が増えるとともに、他の

鉄道やバスの沿線に比べ商業用地も有意に増加し、地価の下支えにも寄与している。 

＜市街化調整区域とは？＞ 

秩序ある都市の発展のため、都市計画法に基づいて都道府県が定めた区域。（区域区分、いわゆる線引き） 

無秩序な市街化を防止するため、開発行為を抑制する区域であり、要件に合致した開発行為以外は制限される。 

市街化調整区域約 4.0kmの、 

新たな “まちづくり” が課題 
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総社市の農用地区域・岡山南部国営かんがい排水事業受益地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

服部駅 

東総社駅 

総社駅 … 農用地区域 

… 岡山南部国営かんがい排水事業受益地 
 

「まちづくり」 のためには、農振除外・都市計画等の規制をクリアする必要あり 
 

＜農業振興地域とは？＞ 

優良な農地を確保するために、農業振興地域の整備に関する法律（農振法）に基づいて県が指定

した地域。農業生産基盤である農地の確保・保全を図ることが目的であることから、ほ場整備や用水

路整備など、国の補助金が優先的に投入され、農地以外の用途への転用は厳しく制限されている。 
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８．今後のスケジュール 
＜岡山市・総社市・JR西日本の三者WG で検討中の事項＞ 

・ 段階的な整備を踏まえた利用者数の予測や整備効果の検討 

・ 段階的な整備の具体的な内容 

・ 具体的な目標年度（LRT化の時期）の決定 

・ 事業運営スキームと運行事業者の決定 

・ 吉備線 LRT化に関連するその他の取組内容の検討 

 

＜今後のスケジュール＞ 

 
  

現在この段階 
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（参考）計画素案の新聞記事 
2014.10.30 山陽新聞 

吉備線 LRT化が最適と位置付け 岡山市など計画素案第 1弾公表 

岡山、総社市と JR西日本は 30 日、JR吉備線の LRT（次世代型路面電車）化構想について、事業実施の是非を

含めて議論のたたき台とする計画素案の第 1 弾を示した。沿線の現状と課題を分析し、公共交通を軸に都市機能を集約

したコンパクトシティーを実現する必要があると強調。鉄道のまま電化するなど他の整備手法と比較し、LRT 化が最適との結

論を導いた。 

 

 素案第 1 弾は沿線地域について、人口や医療・商業施設の分散が進み、両市内の他地域に比べてバスや鉄道の運行

本数が少なく公共交通の利用率が低いと指摘。人口減少や高齢化が進む中、地域の活力を維持するため、駅を核に住

民や施設の集積を促すまちづくりが必要とした。吉備線の機能強化によって両市にまたがる吉備路の観光資源の活用も進

むと見込んだ。 

 

 機能強化の手法は、LRT化▽鉄道のままの電化▽専用道を走るバス高速輸送システム（BRT）化―の3案を提示。

それぞれのメリット、デメリットを説明し、LRT化の優位性を示した。 

 

 素案第 1 弾は同日、岡山市内で開いた検討会議（座長・阿部宏史岡山大副学長）の初会合で公表。両市と JR 西

日本に住民代表、観光関係者らを加えた委員から意見を聞いた。反対意見はなかったが 「LRT とはどんなものか、市民の

理解が進んでいない。積極的に情報を発信すべきだ」「まちづくりのイメージも盛り込んだ計画にしてほしい」といった声が上がっ

た。 

 

 LRT化の運営主体、費用分担、日程などを盛り込んだ計画素案第 2弾は 12月 25日の次回会合で示す予定。 

 

 吉備線は岡山―総社間を結ぶ単線の 20・4キロ。 

（2014年 10月 30日 21時 16分 更新） 
  

吉備線 LRT化に向けて開かれた岡山、総社市、JR西の

関係者らによる検討会議 
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2014.12.25 山陽新聞 

吉備線 LRT化 160億円超必要 岡山市など、計画素案第 2弾公表 
 

JR吉備線の LRT（次世代型路面電車）化を検討する岡山、総社市と JR西日本は 25日、計画素案第 2弾

を公表した。1 時間当たり 4～6 本の運行頻度を目指し、車両購入や線路の整備などを進めた場合、開業までの初

期投資として少なくとも 160億円程度が必要とした。運営主体など事業のスキーム（枠組み）は 6 パターンの例示に

とどめた。 
 

 同素案によると、利用者が時刻表を気にせずに利用できる運行頻度を目指し、間隔を10～15分に設定。朝夕のピ

ーク時は 1時間当たり 6本、非ピーク時も 4本を確保し、現行のピーク時 2～3本、非ピーク時 1～2本から倍以上

に増やす。 
 

 実現には架線の設置、低床車両の購入、ホームの新設、行き違い設備の増設などが必要とし、初期投資額を試算

した。ただ、駅の増設についてはさらなる議論が必要として加味していない。 
 

 LRT化で利便性が向上し、1 日当たり約 1 万 500 人（2012 年、JR西日本調べ）の吉備線利用者が増えてい

けば、運行本数をさらに増やしたり駅を増設したりと段階的にハード整備を進める考えも盛り込んだ。 
 

 6 パターンの事業スキームは、民間事業者が整備・運営して両市と国が補助金などで支援する「民間事業方式」▽線

路などインフラを行政、運行を民間事業者が担う「上下分離方式」▽事業者を募る「PFI方式」―など。民間事業方式

は「効率性、安全性が確保されやすい」「収支悪化で事業者が撤退した場合、市が対応できない」というように各パター

ンのメリット、デメリットも説明している。パターンごとの官民の事業費負担は示していない。 
 

 計画素案は事業実施の是非を含め、LRT 化の議論のたたき台とするため、両市と JR 西日本が策定。10 月に吉備

線沿線の現状と課題をまとめた第 1弾は、同線の機能強化を図る手法として「LRT化が最適」とした。第 2弾は 25日、

岡山市内で開いた検討会議（座長・阿部宏史岡山大副学長）で明らかにした。 
 

 両市と JR西日本は今後、基本計画案の作成に入り、駅数など LRT化の具体像づくり、スキームの絞り込みを進めていく。吉備線は岡山―総社間を結ぶ 20・4 キロ。 
 

（2014年 12月 25日 13時 24分 更新） 

  

JR吉備線の LRT化の計画素案第２弾が示された検討会議 



（参考）公共交通の新聞記事 
2015.6.16 山陽新聞 
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     2015.6.24 公明新聞 
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2015.6.9 

高齢化で公共の「足」確保が急務と強調 交通政策白書 

 高齢化社会は、地域公共交通にとって市場拡大のチャンス－。政府は 9日の閣議で、お年寄りが運転しなくても便利

に暮らせる社会を目指し、次世代型路面電車（LRT）などによる生活の足確保が重要とする2015年版交通政策白

書を決定した。高齢化や人口減などに対応するため、13年に制定された交通政策基本法に基づく初めての白書。 

 白書によると、JR や大手私鉄などを除く地域鉄道の輸送人数は、1990 年度の 5 億 1 千万人から 13 年度には 4

億人に減少。路線バスは 13 年度までの 5 年間で、採算性悪化により 6,463 キロが廃止され、代替交通機関がない

状態という。 高齢ドライバーの免許返納率や死亡事故の割合は増加傾向にあり、地域公共交通の充実は交通安全

上重要だと指摘した。 

 まちづくりと一体となった交通ネットワークづくり、LRTやコミュニティーバスなどの普及を進めるべきだと強調している。 

 

--------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

 

2015.6.10 

高齢者に「生活の足」を 初の交通政策白書、閣議決定 

 政府は9日、高齢者をはじめとする交通弱者が運転をしなくても暮らしやすい社会を目指し、LRT（次世代型路面電

車）やコミュニティーバスなど、生活の足の確保が必要とする平成 27 年度版交通政策白書を閣議決定した。白書は

25年に制定された交通政策基本法に基づくもので、今回初めてまとめられた。 

 白書によると、採算性の悪化などで、JR や大手私鉄などを除く地域鉄道の輸送人数は 2 年度の 5 億 1 千万人から

25年度は 4億人に減少。乗り合いバスも 25年度までの 5年間で計 6,463 キロの路線が廃止された。 

 白書では、人口減による利用者減がサービス低下や路線廃止を招き、それがさらなる利用者減につながるという負の

連鎖に陥っていると指摘。地域の課題に対応した交通ネットワークの再構築が必要としている。 

 また、地域公共交通の充実は「観光客の利便性向上や地域間交流の活発化」にもつながると訴えた。 

 政策立案の参考という位置づけのため費用面の言及はなく、第三セクターが車両を保有し、運送事業者がタクシー事

業を行う「上下分離方式」（島根県津和野町）、LRT 沿線に都市機能を集めたコンパクトなまちづくり（富山市）な

ど先進事例を紹介している。 
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H26・H27交通政策白書から、LRT部分抜粋 
 

平成 26年度 交通の動向  第 189回国会（常会）提出 

 
 

平成 27 年度 交通施策  第 189 回国会（常会）提出 
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